
○令和5年度 実地指導における主な指摘事項（訪問系サービス）

番号 種類 区分 項目 根拠 指摘事項 県事務所

1 訪問介護 1 人員 人員基準
県基準条例第77号
第6条第1項

訪問介護員等の員数が、常勤換算方法で２．
５人以上に不足する月が認められたため、事
業所ごとに置くべき訪問介護員等の人員配置
基準を遵守すること。

中濃県事務所

2 訪問介護 1 人員 人員基準
県基準条例第77号
第6条第2項

サービス提供責任者が、グループホームの業
務に従事しており、常勤専従として配置され
ていないため、常勤専従のサービス提供責任
者を配置すること。なお、管理者がサービス
提供責任者を兼務することは差し支えない。

中濃県事務所

3 訪問介護 1 人員 人員基準
県基準条例第77号
第28条第2項

サービス提供責任者が行うこととされてい
る、訪問介護の提供にあたり把握した利用者
の心身の状態及び生活の状況に係る必要な情
報の提供について、サービス提供責任者以外
が行っている状況が認められた。サービス提
供責任者は、訪問介護計画の作成のほか、訪
問介護に関するサービス内容の管理について
必要な業務等を行うこと。

中濃県事務所

4 訪問介護 1 人員 人員基準
県基準条例第77号
第30条第1項

訪問介護事業所の業務以外（グループホーム
の業務等）に従事する従業者は「非常勤」と
して扱うとともに、それぞれの業務を明確に
分離した上で、従事者の日々の勤務時間、職
務の内容、常勤・非常勤の別、管理者との兼
務関係、サービス提供責任者である旨等を明
確にした、月ごとの勤務表を作成すること。

中濃県事務所

5 訪問介護 1 人員 人員基準
県基準条例第77号
第30条第2項

同一系列の他の事業所で勤務する訪問介護員
が、当該事業所でサービス提供を行っている
状況が認められた。同一系列の他の事業所で
勤務する訪問介護員に対して兼務発令を行う
等、当該訪問介護事業所の訪問介護員による
サービス提供を行う体制を整えること。

中濃県事務所

6 訪問介護 3 運営 介護計画
県基準条例第77号
第17条及び第24条
第2項

訪問介護計画について、居宅サービス計画の
内容が一部反映されていない事例が認められ
た。既に居宅サービス計画が作成されている
場合は、当該計画の内容に沿って訪問介護計
画を作成すること。

中濃県事務所

7 訪問介護 3 運営 介護計画
県基準条例第77号
第24条第2項第4号

サービス提供日（曜日）が変更されているに
もかかわらず、訪問介護計画の変更を行って
いない事例が認められた。サービス内容の変
更を行う場合は、居宅介護支援事業者と適宜
連絡を取り、双方において必要な計画の変更
を行うこと。

中濃県事務所

8 訪問介護 3 運営 重要事項説明書
県基準条例第77号
第9条第1項

重要事項説明書に、提供するサービスの第三
者評価の実施状況（実施の有無、実施した直
近の年月日、実施した評価機関の名称、評価
結果の開示状況）を記載すること。

中濃県事務所

1/10 訪問



番号 種類 区分 項目 根拠 指摘事項 県事務所

9 訪問介護 3 運営 勤務体制の確保
県基準条例第77号
第19条

訪問先が事業所と同一建物内であるため身分
証を交付していないとのことであったが、訪
問介護員等に身分を証する書類を携行させ、
初回訪問時及び利用者又はその家族から求め
られたときは、これを提示すべき旨を指導す
ること。

中濃県事務所

10 訪問介護 3 運営 介護計画
県基準条例第77号
第24条第2項

訪問介護計画について、計画期間が要介護認
定期間になっており計画作成日以前になって
いるもの、説明者の記載がないもの、事業所
印押印が漏れているものが認められた。全て
の訪問介護計画を正確に記載し、利用者等に
説明して同意を得た上で、同計画に基づいた
サービスを提供すること。

中濃県事務所

11 訪問介護 3 運営 介護計画

県基準条例第77号
第24条第1項、第2
項第2号及び第3号
居宅サービス等基
準要綱第3の1(3)
セ(ｱ)

多くの利用者の訪問介護計画未作成の状態で
サービスを提供していた（利用者24人中作成
済み4人のみ＜R5.7.14時点＞）。訪問介護計
画はサービス提供の根拠となるため、全ての
利用者の訪問介護計画を作成し、計画に基づ
いてサービス提供を行うこと。また、その内
容について利用者又はその家族に対して説明
して利用者の同意を得るとともに、訪問介護
計画を利用者に交付すること。

中濃県事務所

12 訪問介護 4 報酬 介護計画
老企第36号第2の
2(19)

訪問介護計画未作成の状態で、R5.4月以降の
新規利用者７人の初回加算(200単位/初月)を
請求していた。要件に合致していない状態で
算定した当該報酬については、R4.9月の事業
開始以降に請求した全ての初回加算について
別添自主点検表により自主点検を行い、県へ
報告すること。その後、関係保険者へ協議を
行い、保険者の指示に従い過誤調整による返
還を行うとともに、利用者が支払った利用者
負担金の過払い分についても返還を行うこ
と。利用者への返還にあたっては、それぞれ
の利用者に返還金に係る計算書を付して返還
すること。その場合、返還に対して利用者等
から受領書を受け取り、事業所において保存
しておくこと。

中濃県事務所

13 訪問介護 1 人員 人員基準

県基準条例第77号
第7条
居宅サービス等基
準要綱第3の1(1)ｳ

サービス提供責任者が同一敷地内で行われて
いる指定介護保険事業以外の業務に従事して
おり、専ら指定訪問介護に従事しているとは
認められない。サービス提供責任者は、指定
訪問介護事業所の常勤の訪問介護員を充てる
こととされているため、すみやかに業務内容
を見直すこと。なお、管理業務に支障がない
場合において、指定訪問介護事業所のサービ
ス提供責任者と管理者が兼務することは差し
支えない。

中濃県事務所
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番号 種類 区分 項目 根拠 指摘事項 県事務所

14 訪問介護 3 運営 人員基準

県基準条例第77号
第20条第1項
居宅サービス等基
準要綱第3の1(3)ｺ
(ｱ)

管理者が、サービス提供責任者及び訪問介護
員並びに同一敷地内で行われている指定介護
保険事業以外の事業との兼務を行っており、
管理業務に支障が生じている状態であるた
め、すみやかに管理者の業務内容を見直すこ
と。

中濃県事務所

15 訪問介護 3 運営 介護計画
県基準条例第77号
第17条

居宅サービス計画、及び訪問介護計画で定め
た支援時間を超過した支援実施記録が見受け
られるため、計画上の支援時間に沿った支援
を行うこと。また、支援時間の超過が常態化
する場合は計画の見直しも検討すること。

中濃県事務所

16 訪問看護 3 運営 介護計画

県基準条例第77号
第73条(第17条準
用)、第68条第2項
第1号

居宅サービス計画で週2日訪問となっていると
ころ週1日の訪問看護計画に変更していたケー
スがあるため、居宅サービス計画の内容に
沿った訪問看護計画書を作成し、サービスを
提供すること。

中濃県事務所

17 訪問介護 3 運営 重要事項説明書

県基準条例第77号
第9条第1項
居宅サービス等基
準要綱第3の1(3)ｲ

重要事項説明書の利用料金の注意書きに、県
外の市町村とその地域単価が書かれていたた
め消除すること。また、初回加算と緊急時加
算について、自己負担分が7級地の地域単価で
計算されたものが記載されているため、その
他地域の地域単価で計算したものを記載する
こと。

中濃県事務所

18 訪問介護 3 運営 介護計画

県基準条例第77号
第24条第2項第1号
居宅サービス等基
準要綱第3の1(3)ｾ
(ｱ)a

居宅サービス計画書の記載内容（サービス区
分、提供曜日、時間）が変更されていたが、
対応する訪問介護計画書に、変更された内容
の記載漏れがある事例が見受けられた。居宅
サービス計画に沿った内容の訪問介護計画に
基づいてサービス提供をするため、適切な訪
問介護計画書を作成すること。

中濃県事務所

19 訪問介護 3 運営 運営規程
県基準条例第77号
第9条第1項、第29
条第1項第2号

運営規程第4条「職員の職種、員数及び職務内
容」に記載の人員と、重要事項説明書の「13.
職員の配置」に記載の人員と相違があるた
め、内容を統一すること。

中濃県事務所

20 訪問介護 3 運営 運営規程
県基準条例第77号
第9条第1項、第29
条第1項第3号

運営規程第5条「営業日及び営業時間」の営業
日の記載内容と、重要事項説明書の「6.営業
日・営業時間」の営業日の、夏季休暇と年末
年始休暇の記載内容について相違があるた
め、内容を統一すること。

中濃県事務所

21 訪問介護 3 運営 運営規程

介護保険法第75条
第1項
介護保険法施行規
則第131条第1項第
1号
県基準条例第77号
第9条第1項、第29
条第1項第5号

運営規程第7条「通常の事業の実施地域」と、
重要事項説明書「5.ホームヘルプサービス提
供通常地域」の地域について、相違があるた
め内容を統一すること。また、通常の事業の
実施地域を変更する場合は、変更した日から
10日以内に運営規程の変更の届出を行うこ
と。

中濃県事務所

22 訪問介護 3 運営 重要事項説明書

県基準条例第77号
第9条第1項
居宅サービス等基
準要綱第3の1(3)ｲ

重要事項説明書の内容を一部改正した際に、
一部の利用者に対し、改正後の重要事項説明
書が交付されていなかった事例が見受けられ
たため、改正後の重要事項説明書を利用者へ
交付し、内容について説明を行い、利用者の
同意を得ること。

中濃県事務所
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番号 種類 区分 項目 根拠 指摘事項 県事務所

23 訪問介護 3 運営 記録

県基準条例第77号
第40条第1項第1号
及び第2号
居宅サービス等基
準要綱第3の1(3)ﾐ

令和4年12月に1人の利用者に対して行った
サービス提供及び給付費請求について、計画
期間が令和4年4月1日以降の訪問介護計画書、
居宅サービス計画書の写し、認定有効期間が
令和3年10月1日以降の受給者証の写し、実施
日が令和3年9月30日以降のモニタリング記
録、開催日が令和3年5月9日以降のサービス担
当者会議録の写しについて、事業所内での所
在が不明となっていた。該当する記録の所在
を確認し、紛失等の場合は再作成して利用者
及び家族の署名を得たり、居宅介護事業所等
から資料を再入手するなどして根拠資料を整
備し、当該利用者に対しての記録を整備した
日から5年間保存すること。

中濃県事務所

24 訪問介護 3 運営 介護計画

県基準条例第77号
第24条第2項
居宅サービス等基
準要綱第3の1(3)ｾ
(ｱ)

訪問介護計画期間の終期までに次期計画を立
案せずにサービス提供を継続している事例が
複数あった。有効な計画期間の訪問介護計画
に基づいてサービスを提供すること。

中濃県事務所

25 訪問介護 1 人員 人員基準

県基準条例第77号
第30条第1項
居宅サービス等基
準要綱第3の1(3)ﾄ
(ｱ)

訪問介護員等の員数が常勤換算方法で2.5人以
上確保されるよう、勤務予定及び実績で常勤
換算を行い確認を行うこと。また、勤務の実
績について、管理者を含めた訪問介護に従事
する全員の出勤簿又はタイムカード等の出退
勤時刻がわかる証拠書類を作成し、事実確認
が出来るようにすること。

中濃県事務所

26 訪問介護 3 運営 苦情対応

県基準条例第77号
第36条第1項
居宅サービス等基
準要綱第3の1(3)ﾋ
(ｱ)

苦情処理の体制及び手順等に関するマニュア
ルが整備されていなかったため、利用者及び
その家族からの苦情に対して迅速かつ適切に
対処するために整備すること。

中濃県事務所

27 訪問介護 3 運営 記録

県基準条例第77号
第20条第1項
居宅サービス等基
準要綱第3の1(3)ｺ
(ｱ)

サービス手順書の各サービス所要時間に記載
誤りがあり、サービス実施記録上の時間と整
合が取れない事例があったため、正しい時間
に記載を統一すること。

中濃県事務所
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○令和５年度 実地指導における主な指摘事項（通所系サービス）

番号 種類 区分 項目 根拠 指摘事項 県事務所

1 通所介護 3 運営 広告
県基準条例第77号
第103条(第34条準
用)

広告の「事業の概要」について、現在は廃止さ
れている指定予防通所介護（デイサービス）が
掲載されていたため、内容を改めること。

中濃県事務所

2 通所介護 3 運営 個別機能訓練加算
老企第36号第2の
7(11)ﾊ、ﾆ

個別機能訓練加算に係る個別機能訓練計画と、
個別機能訓練実施記録について、プログラムの
内容や項目、訓練の時間の相違が散見されたた
め、計画に沿った訓練を実施し、記録を行うこ
と。

中濃県事務所

3 通所介護 3 運営 非常災害対策

県基準条例第77号
第100条第1項
居宅サービス等基
準要綱第3の6(3)ｷ
(ｱ)
消防法第8条

防火管理に関する責任者として選任されている
従業者が休職中となっているため、速やかに代
わりとなる防火管理に関する責任者を選任する
こと。

中濃県事務所

4 通所介護 3 運営 非常災害対策

県基準条例第77号
第100条第1項
居宅サービス等基
準要綱第3の6(3)ｷ
(ｱ)

消火・避難訓練について昨年度は実施していた
が、本年度は1度も実施がされていなかったた
め、速やかに実施すること。

中濃県事務所

5 通所介護 4 報酬 事業所規模
老企第36号第2の
7(4)

利用者数の記録（日、月、年単位それぞれ）が
不十分で事業所規模の確認が出来ていないた
め、前年度一月当たりの平均利用延人数を把握
し、事業所規模を確認すること。

中濃県事務所

6 通所介護 4 報酬
介護職員処遇改善加

算

厚労省告示第95号
第24号(第4号ｲ
(7)(三)、(四)準
用)

介護職員処遇改善加算の算定要件となる介護職
員の資質の向上の支援に関する研修が実施され
ていなかったため、研修を実施し記録を残すこ
と。

中濃県事務所

7 通所介護 4 報酬
介護職員処遇改善加

算

厚労省告示第95号
第24号(第4号ｲ(8)
準用)

介護職員処遇改善加算の内容を全ての介護職員
へ周知した記録を確認できなかったため、周知
した記録を残すこと。

中濃県事務所

8 通所介護 1 人員 従業者の員数

県基準条例第77号
第92条第1項第1号
居宅サービス等基
準要綱第3の6(1)ｱ
(ｴ)

勤務実績表において、サービス提供日ごとに生
活相談員の勤務時間数の合計が、当該サービス
提供時間帯の時間数以上となっていない日が見
受けられたので、サービス提供時間数以上とす
ること。

中濃県事務所

9 通所介護 3 運営 運営規程

県基準条例第77号
第97条第1項第2号
第103条(第9条第1
項準用)

運営規程第7条第2項「通常の事業の実施地域を
越えて行う指定通所介護等に要した送迎の費
用」について、重要事項説明書の「通所介護の
利用料及び支払いの方法」の内容と相違がある
ため、内容を統一すること。

中濃県事務所

10 通所介護 1 人員 管理者

県基準条例第77号
第103条（第7条準
用）
居宅サービス等基
準要綱第3の6(3)ｽ
(第3の1(1)ｳ準用)

本事業所の管理者が、市外にある別の訪問介護
事業所の介護職員として勤務していた。指定通
所介護事業所の管理者は常勤であり、かつ、原
則として専ら本事業所の管理業務に従事するも
のとされているため、直ちに勤務形態を見直す
こと。

中濃県事務所

11 通所介護 3 運営 中重度ケア体制加算
老企第36号第2の
7(9)⑥

中重度ケア体制加算算定要件の一つである「社
会性の維持を図り在宅生活の継続に資するケア
を計画的に実施するプログラム」の内容が、通
所介護計画書等に十分記載されていないため、
記載内容を検討すること。

中濃県事務所

12 通所介護 3 運営 個別機能訓練加算
老企第36号第2の
7(11)①ﾍ

個別機能訓練の実施記録（訓練内容、実施時間
等）が、訓練計画の内容と整合が取れないた
め、計画に基づく訓練を実施し、明確に記録す
ること。

中濃県事務所

5/10 通所



番号 種類 区分 項目 根拠 指摘事項 県事務所

13 通所介護 4 報酬
介護職員処遇改善加

算(I)

老企第36号第2の
7(25)(第2の2(22)
準用)
老発0301第2号
3(1)②四

介護職員処遇改善加算(I)の算定要件である、
「介護職員の資質の向上支援に関する計画に関
わる研修の実施」に関する記録が不十分である
ため、研修記録を残すこと。

中濃県事務所

14 通所介護 3 運営 非常災害対策

県基準条例第77号
第100条第1項
居宅サービス等基
準要綱第3の6(3)ｷ
(ｱ)
消防法第8条第1項
消防法施行令第3
条の2第2項
消防法施行規則第
3条第10項

避難訓練は本年度2回実施されていたが、消火
訓練が本年度1回の実施であったため、消火訓
練及び避難訓練を年2回以上実施すること。

中濃県事務所

15 通所介護 1 人員 従業者の員数

基準条例第77号第
92条第1項第2号
居宅サービス等基
準要綱第3の6(1)ｱ
(ｶ)b

訪問看護ステーションから派遣された訪問看護
師が、利用者の健康観察を行っているが、訪問
看護師が当該事業所で業務に従事した日時や担
当者に関する記録が残されていなかったため、
業務に従事したことが明らかになる書類を整備
すること。

中濃県事務所

16 通所介護 3 運営 記録の整備

県基準条例第77号
第102条第2項第2
号
居宅サービス基準
要綱第3の6(3)ｼ

入浴や送迎を中止した場合の記録誤りや、サー
ビスの中止等理由の記載無しが散見されるた
め、サービス提供記録の様式を改良する等して
正確な記録に努めること。（※誤記載や未掲載
による請求誤りは確認できなかった。）

中濃県事務所

17 通所介護 3 運営
通所介護計画の作成

等

県基準条例第77号
第96条
居宅サービス等基
準要綱第3の6(3)ｳ
(ｱ)

通所介護計画は管理者が作成することとされて
いるため、作成者や評価者の記名欄へ責任者で
ある管理者と通所介護計画をとりまとめた職員
がそれぞれ記名できるようにするなど、管理者
の責任において当該計画を作成したことがわか
るような書式とすること。

中濃県事務所

18 通所介護 3 運営
指定通所介護の取扱

方針

県基準条例第77号
第95条第2項第1
号、第103条(第14
条準用)

実際の支援及び介護給付費の請求は決定した支
援方針の通りに行われていたが、ある利用者の
通所介護計画において、サービス担当者会議で
「指定曜日のみ入浴」や「入浴しない」と情報
提供を受けていた利用者が、通所介護計画書で
は毎日入浴する事とされていた。サービス担当
者会議の結果を適切に通所介護計画に反映し、
通所介護計画に基づき必要な援助をすること。

中濃県事務所

19 通所介護 3 運営
通所介護計画の作成

等

県基準条例第77号
第96条第2項第2号
居宅サービス等基
準要綱第3の6(3)ｳ
(ｴ)

通所介護計画及び個別機能訓練計画に、利用者
やその家族が同意した事を示す署名記載する欄
がなく、同意は口頭確認のみで署名を受けてい
なかった。通所介護計画及び個別機能訓練計画
は、その内容等を説明した上で文書によって利
用者の同意を得ること。

中濃県事務所

20 通所介護 3 運営
通所介護計画の作成

等
県基準条例第77号
第96条第3項

通所介護計画書について、計画期間終了後の項
目別評価欄が未記入である事例が散見されたた
め、評価を行い結果を記録すること。

中濃県事務所

21 通所介護 2 設備 変更の届出等

介護保険法第75条
第1項
介護保険法施行規
則第131条第1項第
6号

当所へ届出されている事業所の機能訓練室の床
面積と、実際の機能訓練室の床面積が異なって
いた他、調理室をトイレへ改造し、機能訓練室
の一部を洗濯場兼湯沸室とする変更が行われて
いたが、建物の構造及び専用区画の変更が行わ
れたあと10日以内にに変更の届出がされていな
かった。基準上問題はないが、今回の運営指導
で確認された専用区画の変更事項について、早
急に変更届を提出すること。また、建物の構
造、専用区画等を変更した場合は、変更した日
から10日以内に変更届を提出すること。

中濃県事務所

22 通所介護 4 報酬 個別機能訓練加算
老企第36号第2の
7(11)①ﾆ

個別機能訓練計画に記載された訓練内容と時
間、及び5人程度以下の小集団で訓練を行って
いるかを訓練実施記録で確認できないため、確
認できるよう体制を整えること。

中濃県事務所

6/10 通所



番号 種類 区分 項目 根拠 指摘事項 県事務所

23 通所介護 4 報酬
介護職員処遇改善加

算

厚労省告示第95号
第24号(第4号ｲ(2)
準用)

介護職員処遇改善加算の年度毎の計画内容を全
ての介護職員へ周知していなかったため、周知
すること。

中濃県事務所

24 通所介護 1 人員 従業者の員数

県基準条例第77号
第92条第1項第2号
及び第4号
居宅サービス等基
準要綱第3の6(1)ｱ
(ｶ)及びｳ

令和〇年〇月〇日以降、看護職員及び機能訓練
指導員を兼務していた職員の欠勤に伴い、運営
指導実施日まで通所介護の提供日に1人以上配
置すべき看護職員及び機能訓練指導員の配置が
されず、人員基準上必要な看護職員が配置され
ていなかった。早急に看護職員及び機能訓練指
導員を配置すること。

中濃県事務所

25 通所介護 4 報酬 人員基準欠如
老企第36号第2の
7(23)

令和〇年〇月〇日以降、人員基準上必要な看護
職員が配置されていなかった。看護職員が配置
されていない状況が発生した場合において、当
該月において本来確保すべき勤務延時間数で除
して得た数が1割を超えて減少した場合には、
その翌月から人員基準欠如が解消されるに至っ
た月まで、1割の範囲内で減少した場合には、
その翌々月から人員基準欠如が解消されるに
至った月まで、通所介護利用者の全員につい
て、所定単位数が70/100に減算されることか
ら、要件に合致していない状態で算定した当該
報酬については、別添自主点検表により自主点
検を行い、県へ報告すること。その後、関係保
険者へ協議を行い、保険者の指示に従い過誤調
整による返還を行うとともに、利用者が支払っ
た利用者負担金の過払い分についても返還を行
うこと。利用者への返還にあたっては、それぞ
れの利用者に返還金に係る計算書を付して返還
すること。その場合、返還に対して利用者等か
ら受領書を受け取り、事業所において保存して
おくこと。

中濃県事務所

26 通所介護 4 報酬

老企第36号第2の
7(11)
厚労省告示第95号
第16号ｲ(1)及び
(5)

令和〇年〇月〇日以降、機能訓練指導員が配置
されていない状態で、「個別機能訓練加算(I)
イ(56単位/日)」を請求していた。要件に合致
していない状態で算定した当該報酬について
は、別添自主点検表により自主点検を行い、県
へ報告すること。その後、関係保険者へ協議を
行い、保険者の指示に従い過誤調整による返還
を行うとともに、利用者が支払った利用者負担
金の過払い分についても返還を行うこと。利用
者への返還にあたっては、それぞれの利用者に
返還金に係る計算書を付して返還すること。そ
の場合、返還に対して利用者等から受領書を受
け取り、事業所において保存しておくこと。

中濃県事務所

7/10 通所



○令和５年度 実地指導における主な指摘事項（居住系サービス）

番号 種類 区分 項目 根拠 指摘事項 県事務所

1
(介護予防)短
期入所療養介

護
4 報酬

緊急短期入所受入加
算

老企第40号第2の
3(11)

緊急短期入所受入加算に関して、緊急短期
入所の理由が明確に記録されていない場合
があるので、緊急利用の理由を明確に記録
するとともに、変更前後の居宅介護計画を
保管しておくこと。

中濃県事務所

2
(介護予防)特
定施設入居者
生活介護

4 報酬
介護職員等特定処遇

改善加算(I)

老企第40号第2の
4(20)(2(23)準用)
老発0301第2号第
3(2)③四

介護職員等特定処遇改善加算(I)の算定要件
である「処遇改善の内容等について、イン
ターネットの利用、その他適切な方法によ
り公表している」について、本事業所では
計画書に「ホームページへの記載や施設で
の掲示をもって公表する」としていたが、
実際は公表されていなかったため、ホーム
ページへの記載や、事業所での掲出を行う
こと。

中濃県事務所

3
（介護予防）
特定施設入居
者生活介護

3 運営 サービス提供の記録

県基準条例第77号
第208条第1項
県基準条例第78号
第200条第1項
居宅サービス等基
準要綱第3の10(3)
ｳ(ｱ)

被保険者証に利用開始年月日、施設名称、
利用終了年月日の記入漏れが散見されたた
め、確実に記入すること。

中濃県事務所

4
（介護予防）
特定施設入居
者生活介護

3 運営
特定施設サービス計

画の作成等

県基準条例第77号
第211条第2項第1
号及び第5号、第
220条第2項第2号
県基準条例第78号
第210条第1項及び
第2項第3号、第
207条第2項第2号
居宅サービス等基
準要綱第3の10(3)
ｶ

入浴を拒否する利用者の情報をサービス計
画等に反映できておらず、入浴しない場合
に清拭した記録も残されていなかった。業
務日誌等に入浴ではなく清拭を行った記録
を残すと共に、利用者について把握された
解決すべき課題をサービス担当者会議にて
共有し、必要に応じてサービス計画の変更
を行うこと。

中濃県事務所

8/10 居住系



○令和５年度 実地指導における主な指摘事項（福祉用具貸与・特定福祉用具販売）

番号 種類 区分 項目 根拠 指摘事項 県事務所

1
特定（介護予

防）福祉用具販
売

3 運営 利用料等の受領

県基準条例第77号
第254条第1項第2
号
県基準条例第78号
第251条第2項第2
号

特定福祉用具販売計画（特定介護予防福祉販
売計画）を利用者又はその家族に説明して利
用者の同意を得る以前の日付で福祉用具を発
注し、代金を領収している事例が見受けられ
た。過去の全ての販売で同様の事例が無いか
確認するとともに、必ず利用者又はその家族
へ説明して利用者の同意を得た後に販売する
こと。

中濃県事務所

2
特定（介護予

防）福祉用具販
売

3 運営
サービス提供の記

録

県条例第77号第
250条
県条例第78号第
245条

特定（介護予防）福祉用具販売を提供した場
合の記録が作成されていなかったため、提供
した具体的なサービスの内容等を記録するこ
と。

中濃県事務所

3
（介護予防）福
祉用具貸与

3 運営 衛生管理等

県条例第77号第
241条第4項
県条例第78号第
234条第4項

福祉用具の保管又は消毒を他の事業者に行わ
せている場合、当該事業者の業務の実施状況
について定期的に確認し、その結果等を記録
すること。

中濃県事務所

4
特定（介護予

防）福祉用具販
売

3 運営
特定福祉用具販売

計画の作成

県条例第77号第
254条第1項第2号
県条例第78号第
251条第2項第2号

一部の特定（介護予防）福祉用具販売計画に
ついて、利用者の同意を得る前にサービス提
供をおこなっていた記録があったため、福祉
用具販売計画の内容について利用者又はその
家族に対して説明し、利用者の同意を得た上
で、同計画に基づいたサービスを提供するこ
と。

中濃県事務所

5

特定（介護予
防）福祉用具販

売
（介護予防）福
祉用具貸与

1 人員 勤務体制の確保

県条例第77号第
244条、第256条
（第98条第1項準
用）
県条例第78号第
237条、第249条
（第115条の2第1
項準用）
居宅サービス等基
準要綱第3の11(3)
コ（第3の6(3)オ
(ア)準用）
居宅サービス等基
準要綱第3の12(3)
コ（第3の6(3)オ
(ア)準用）

出勤簿やタイムカードが整備されておらず、
勤務実態が不明であったため、従業者の勤怠
管理を行い、従業者の勤務実態を把握できる
よう管理すること。

中濃県事務所

9/10 福祉用具



○令和５年度 実地指導における主な指摘事項（施設系サービス）

番号 種類 区分 項目 根拠 指摘事項 県事務所

1
介護老人福祉

施設
5 その他 介護

介護老人福祉施設基
準条例第79号第18条
第6項
介護老人福祉施設基
準要綱第2の3(12)ｶ

入所者の着替え時に他入所者の衣類を間違
えて着衣させた事案が生じていたので、衣
類を取り間違えることの無い様、適切な介
護に努めること。

中濃県事務所

10/10 施設


